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第48期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

新株予約権等の状況
業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2020年２月１日から2021年１月31日まで）

ベステラ株式会社

新株予約権等の状況、業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要、連結計算
書類の連結注記表、計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款第14条
の 規 定 に 基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （https://www.
besterra.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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新株予約権等の状況
（1）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第８回新株予約権

発行決議日 2017年３月17日

新株予約権の数 2,340個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式
（新株予約権1個につき

234,000株
100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり400円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり
（1株当たり

217,100円
2,171円）

権利行使期間 2019年５月１日から
2024年４月３日まで

行使の条件 （注）1、2

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

2,200個
220,000株

７名

社外取締役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

120個
12,000株

１名

監査役
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

20個
2,000株

2名
（注）1．新株予約権の割当を受けたものは、下記(i）(ii)の定めに応じて、それぞれに定める決算期における有価証券報告書に

おける損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）に記載される営業利益の額が、それぞれ
に定める業績判定水準のいずれかを超過した場合に、当該業績判定水準を最初に充たした決算期の有価証券報告書の
提出日の翌日以降に行使することができます。
（i） 決算期：2019年１月期

業績判定基準 営業利益 金 800百万円
（ii） 決算期：2020年１月期から2022年１月期のいずれかの期

業績判定基準 営業利益 金1,000百万円
2．新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても当社、当社子会社または当社関連会社の役員または従業員
であることを要します。その他の権利行使の条件は、株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、
当社と対象者との間で締結しております「新株予約権割当契約書」等に定めております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要
　当社は、業務の適正性を確保するための体制として、職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制を定めており、その決定内容および運用状況の概要は
以下のとおりであります。

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　当社は、企業が存続していくためには、コンプライアンスの周知徹底が不可欠であると深く認識しており、
全ての役職員が公正かつ高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努めます。
①取締役会は、法令および定款で定められた事項および経営に関する重要事項につき、充分に審議した上で意
思決定を行うとともに、職務執行する取締役に対し、その執行状況等に関わる報告を求めて経営方針の進捗
状況を把握し、職務執行の適正性を管理監督します。
②監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程および職務執行状況を把握するため、重要な会議に出席し、
取締役および使用人の職務執行状況等に関して意見の陳述や報告を行い、必要に応じて助言・勧告、場合に
よっては適切な処置を講じます。
③経営会議は、定期的に開催し、取締役および幹部社員による重要な意思決定と業務執行の経過に対して多面
的な検討を行うとともに、相互監視を行います。
④内部監査部門として社長室を設定し、定期監査とともに必要に応じて任意監査を実施して、日常の職務執行
状況を把握し、その改善を図ります。
⑤コンプライアンス体制の維持のため、弁護士および監査法人等の外部専門家と密に連携を図ります。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　当社は、取締役の職務の執行に係る情報について、管理基準および管理体制を整備し、法令および「文書管
理規程」に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役、監査役等が閲覧、謄写可能な状態にて管理
しております。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、リスク管理を最も重要な経営課題のひとつと位置づけ、当社固有のリスクを充分認識した上で、危
険の大小や発生可能性に応じて、事前に適切な対応策を準備する等により、損失の危険を最小限にすべく組織
的な対応を行っております。
①全社的なリスクの監視および全社的な対応は企画部が行います。
②各部門の担当業務におけるリスクは、当該部長が責任者となり、企画部と共同でマニュアル等の整備および
徹底、ならびに必要な教育を行います。
③取締役ならびに各部門長は、個々の職務における重大なリスクの把握に努め、発見したときは取締役会で多
面的な審議を行った上、適切な対策を決定し、実施します。
④内部監査担当部署は、リスク管理の状況についても監査を実施します。
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⑤新たにリスク管理面で問題が発生もしくは発生が予測される場合には、取締役会に報告し、その対策を協議
して是正処置を取ります。
⑥不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮の下、弁護士等を含む外部専門家を利用し、迅速な
対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えます。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、規程の整備により、取締役の権限・責任の範囲と担当業務を明確かつ適切に定めることで、取締役
が効率的に職務執行する体制を確保しております。
①取締役会は、中期事業計画および各年度の予算案を決定し、各部門がその目標達成のための具体策を立案・
実行します。
②「組織規程」「業務分掌規程」および「決裁権限規程」により、取締役の委嘱事項を定め、委嘱した範囲におい
て職務執行を決定し実行できる権限を委譲します。取締役は、職務執行の進捗状況等を取締役会および経営
会議で報告します。
③取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、必要に応じて組織、職制、業務分掌、決裁権限
等に関する社内規程等の見直しを行い、必要な改善を行います。

（5）当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、関係会社管理規程を制定しており、親会社の承認事項、親会社への報告事項を定めております。規

程に従って、親会社の取締役会の承認を得る、または親会社の取締役会に報告することによって、企業集団全
体で内部統制の徹底を図ります。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

　当社は、監査役と内部監査部門である社長室は、常に連携できる体制にあるため、監査役の職務を補助すべ
き使用人を置いていませんが、監査役からその使用人の設置を求められた場合は、監査役と協議の上、必要に
応じて設置します。

（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合には、その指揮・命令等は監査役の下にあり、そ
の人事上の取扱いは監査役と協議して行います。

（8）取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する
体制

　当社は、監査役の取締役会等の重要な会議への出席を取締役の業務執行に対する厳正な監視体制とするとと
もに、監査役への重要な報告を行う体制としております。
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また、当社は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等を発見した場合は、速やかに監査役に報告して
おります。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、「監査役監査基準」において、内部監査部門である社長室と監査役が緊密な連携を保つよう努めなけ

ればならない旨を定め、監査が実効的に行われることを確保しています。また、取締役と監査役は、積極的に
意見交換を行い、適切な意思疎通を図っております。

（10）反社会的勢力排除に向けた体制整備
①反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、組織として、毅然とした姿勢で対応します。
②反社会的勢力による不当要求に備えて、適切な助言、協力を得ることができるよう、平素より警察・暴力追
放運動推進センター・顧問弁護士等の外部専門機関との連携強化を図ります。
③反社会的勢力排除に向けた社会的責任および企業防衛の重要性を充分認識し、反社会的勢力との関係を遮断
した事業運営を行います。
④反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で拒絶します。
⑤いかなる理由があっても、事実を隠ぺいするための反社会的勢力との裏取引は、絶対に行いません。
⑥反社会的勢力に対する資金提供は絶対に行いません。

（11）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記内部統制システムの構築を行っており、その体制を整備し運用を行っております。
　当年度における運用状況の概要は次のとおりであります。
　取締役会を14回開催し、法令および定款に定める事項、重要な業務執行に関する事項等の意思決定を行うと
ともに、取締役から業務執行状況の報告を受けました。業務執行状況において継続的に経営上のリスクを抽出
した上で対応策の検討を行っております。それらを踏まえ、必要に応じて業務または規程の見直しを行い、内
部統制システムの実効性向上を図っております。
　業務処理の適切性、法令遵守の状況については、監査役と社長室が連携し、計画的に実施する内部監査活動
により検証しております。
　社長室の行う計画的内部監査は、当社全拠点を対象に実施されており、監査結果については内部監査報告書
として代表取締役に対し報告を行っております。
　また、監査役は、監査役会で定めた監査の方針等に基づき、取締役会に出席し、取締役や従業員から職務執
行の状況の聴取、決裁書類等の閲覧等の方法により取締役の業務執行の監査を行っております。その検証結果
は監査役会において情報共有し、必要に応じて取締役会に報告しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数および主要な連結子会社の名称
・連結子会社の数
・主要な連結子会社の名称

２社
株式会社ヒロ・エンジニアリング
３Ｄビジュアル株式会社

②連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数および主要な会社等の名称
・関連会社の数 １社
・主要な関連会社の名称 リバーホールディングス株式会社
持分法適用の範囲の重要な変更
当社は予てよりリバーホールディングス株式会社の議決権の100分の15以上、100分の20未満を保有していましたが、
当連結会計年度より、代表取締役会長である吉野佳秀がリバーホールディングス株式会社の取締役に就任したため、リ
バーホールディングス株式会社を持分法の適用の範囲に含めております。なお、同社の決算日が2020年６月30日であ
り、みなし取得日を同社の第１四半期末の2020年９月30日として、仮決算を行わずに当社連結上の第２四半期から損
益を取り込む方針であることから、当連結会計年度の連結損益計算書には持分法による投資損益を計上しておりません。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
イ．その他有価証券
・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
・未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社および連結子会社は定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 10年～26年
機械、運搬具及び工具器具備品 ２年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
自社利用のソフトウエア ５年
のれん ５年

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社および連結子会社は一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ．株主優待引当金 当社は株主優待制度による支出に備えるため、発生すると見込まれる額を計上してお
ります。

ハ．工事損失引当金 当社は受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事
のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工
事について、損失見込額を計上しております。

ニ．役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

ホ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

④ 完成工事高および完成工事原価の計上基準
成果の確実性が認められる工事契約については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工
事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は2,035,679千円であります。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
当社は退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．未適用の会計基準等に関する注記
（未適用の会計基準等）
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）
・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）

（1）概要
　国際会計基準審議会（IASB）および米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計
基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては
Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月
15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的
な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。
　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を図
る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、
会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可
能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。
（2）適用予定日
2023年１月期の期首から適用します。
（3）当該会計基準等の適用による影響
「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）

(1) 概要
当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリス

クがある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示することを目的とす
るものです。
(2) 適用予定日
2022年１月期の年度末より適用予定であります。

３．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「受取保険金」（当連結会計年度は、391千円）は、金額的重要性
が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
　なお、前連結会計年度の「受取保険金」は、4,619千円であります。
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４．連結損益計算書に関する注記
当連結会計年度において、連結子会社である株式会社ヒロ・エンジニアリングののれんについて、将来の回収可能性を

検討した結果、当初想定されていた収益が見込めなくなったため、10,399千円の減損損失を計上しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 8,355,600株 －株 －株 8,355,600株

（2）自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 128,830株 164株 －株 128,994株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り164株による増加分であります。

（3）新株予約権および自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計年
度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計年
度末

提出会社
（親会社）

第８回新株予約権
（注）

普通株式 304,500 － 1,000 303,500 1,214

合計 － 304,500 － 1,000 303,500 1,214
（注）第８回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の消滅によるものであります。

（4）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年４月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 82,267 10 2020年１月31日 2020年４月24日

2020年９月９日
取 締 役 会 普通株式 49,360 6 2020年７月31日 2020年10月12日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（ 円 ） 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年４月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 82,266 10 2021年１月31日 2021年４月23日

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは主に設備投資および運転資本としての資金の調達を目的として、銀行等金融機関から借入により資金を
調達しております。また、資金運用については短期的な預金等に限定しております。投資有価証券は、取引先企業との
業務または資本提携等に関連する株式を取得および保有することを原則としており、売買差益を獲得する目的や投機目
的のための運用は行わない方針であります。

② 金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、主
に取引先を中心とした株式であり、価格変動のリスクを有しております。
営業債務である工事未払金等は、すべて１年以内の支払期日であります。工事未払金等、長期借入金は流動性リスクを
有しております。また、長期借入金は金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務
状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき企画部が適時に資金繰計画を作成・更新することで、流動性のリスクを管理し
ております。

ハ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
当社は、定期的に株式の時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案し
て保有状況を継続的に見直しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することもあります。
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⑤ 信用リスクの集中
当連結会計年度の末日の連結決算日現在における営業債権のうち44.5％が特定の大口顧客に対するものであります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 1,367,126千円 1,367,126千円 －千円

② 受取手形・完成工事未収入金等 1,392,304 1,392,304 －

③ 投 資 有 価 証 券 159,840 159,840 －

資 産 計 2,919,270 2,919,270 －

① 工 事 未 払 金 等 558,039 558,039 －

② 長 期 借 入 金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 2,519,852 2,499,665 △20,186

負 債 計 3,077,891 3,057,705 △20,186
（注）１.金融商品の時価の算定方法

資産
①現金及び預金、②受取手形・完成工事未収入金等
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

③投資有価証券
投資有価証券については、株式は取引所の価格によっております。
負債
①工事未払金等
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

②長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。
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（注）２.金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 1,366,277 － － －

受取手形・完成工事未収入金等 1,392,304 － － －

合 計 2,758,581 － － －

（注）３.長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 242,453 240,591 240,504 540,504 195,504 1,060,296

合 計 242,453 240,591 240,504 540,504 195,504 1,060,296

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 315円08銭

（2）１株当たり当期純利益 17円33銭
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８．重要な後発事象に関する注記
（第三者割当による第９回及び第10回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及び新株予約権買取契約（機関投資家・タ
ーゲット・イシュー・プログラム「K-TIP」）の締結）
　当社は、2021年１月20日開催の取締役会において、機関投資家であるハヤテインベストメント株式会社（以下「割当
予定先運用助言者」といいます。）が運用助言する外国投資信託であるHayate Japan Unit Trust（以下「割当予定先」
といいます。）に対する第三者割当による、行使価額修正条項付第９回及び第10回新株予約権（以下個別に又は総称して
「本新株予約権」といいます。）の発行及び金融商品取引法による届出の効力発生を条件として、割当予定先との間で新株
予約権買取契約（機関投資家・ターゲット・イシュー・プログラム「K-TIP」）を締結することを決議し、2021年２月５
日に本新株予約権の発行価額の全額の払込が完了しております。概要は以下のとおりであります。

（１）割当日 2021年2月5日

（２）発行新株予約権数
13,600個
第９回新株予約権 8,500個
第10回新株予約権 5,100個

（３）発行価額 総額24,888,000円
（第９回新株予約権１個当たり2,040円、第10回新株予約権１個当たり1,480円）

（４）当該発行による
　 潜在株式数

1,360,000株（新株予約権１個につき100株）
第９回新株予約権 850,000株
第10回新株予約権 510,000株
上限行使価額（下記「（６）行使価額及び行使価額の修正条項」において定義します。但
し、本新株予約権の発行要項第11項の規定による調整を受けます。）は、第10回新株予
約権についてのみ2,801円（下記「（６）行使価額及び行使価額の修正条項」において定
義します。但し、本新株予約権の発行要項第11項の規定による調整を受けます。）です。
また、下限行使価額（下記「（６）行使価額及び行使価額の修正条項」において定義しま
す。但し、本新株予約権の発行要項第11項の規定による調整を受けます。）は、それぞ
れ、第9回新株予約権が1,206円、第10回新株予約権は発行日より４か年経過満了日の
終値の65％（下記「（６）行使価額及び行使価額の修正条項」において定義します。但
し、本新株予約権の発行要項第11項の規定による調整を受けます。）ですが、下限行使
価額又は並びに上限行使価額のいずれにより行使された場合においても、本新株予約権
に係る潜在株式数は1,360,000株です。

（５）調達資金の額 2,589,488,000円（差引手取概算額）（注）
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（６）行使価額及び行使価額
の修正条項

当初行使価額は、第９回新株予約権が1,855円、第10回新株予約権が1,985円です。
第9回新株予約権の行使価額は、当初固定とし、当社代表取締役社長の決定により行使価
額の修正を決定することができ（以下「行使価額修正選択権」といいます。）、かかる決
定がなされた場合、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正されることになり
ます。当該決定をした場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権に係る本新株予約権者
（以下「本新株予約権者」といいます。）に通知するものとし、通知が行われた日の10取
引日目の日又は別途当該決議で定めた10取引日目の日より短い日以降、本新株予約権の
発行要項第12項に定める期間の満了日まで、行使価額は、各修正日の前取引日の東京証
券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直
前の終値）の93％に相当する金額（円位未満小数第3位まで算出し、小数第3位の端数を
切り上げた金額）に修正されます。第10回新株予約権の行使価額は、当初固定とし、発
行日から4か年経過満了日に、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正されるこ
ととなり、修正がなされた日以降、本新株予約権の発行要項第12項に定める期間の満了
日まで、行使価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普
通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の93％に相当する金額
（円位未満小数第3位まで算出し、小数第3位の端数を切り上げた金額）に修正されます。
また、上記の計算による修正後の行使価額が第９回新株予約権は1,206円（本新株予約
権の発行に係る取締役会決議の前営業日（2021年１月19日）における当社普通株式の
終値の65％）（円位未満小数第3位まで算出し、小数第3位の端数を切り上げた金額）、第
10回新株予約権は発行日から４か年経過満了日に東京証券取引所における当社普通株式
の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）（円位未満小数第3位
まで算出し、小数第3位の端数を切り上げた金額）の65％を下回ることとなる場合（以
下、これらの金額を個別に又は総称して「下限行使価額」といいます。）、行使価額は下
限行使価額とします。また、上記の計算による修正後の行使価額が第10回新株予約権に
おいて2,801円（以下「上限行使価額」といいます。）を上回ることとなる場合（以下、
これらの金額を個別に又は総称して「上限行使価額」といいます。）、行使価額は上限行
使価額とします。また、「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日
をいいます。但し、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取引
停止処分又は取引制限があった場合（一時的な取引制限を含みます。）には、当該日は
「取引日」にあたらないものとします。また、本新株予約権の行使価額は、本新株予約権
の発行要項に従って調整されることがあります。

（７）募集又は割当方法
（割当予定先） Hayate Japan Unit Trustに対して、第三者割当の方法によって行います。

（８）新株予約権の行使期間
第９回新株予約権
2021年２月８日から2022年８月５日までとする。
第10回新株予約権
2021年２月８日から2026年２月６日までとする。
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（９）その他

1)上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生すること
を条件とします。

2)当社は、割当予定先との間で、本新株予約権に関する金融商品取引法に基づく届出の
効力発生後に、本新株予約権に係る買取契約（以下「本買取契約」といいます。）を
締結する予定です。
本買取契約において、本買取契約の締結日から、①本新株予約権の行使期間の満了
日、②当該満了日以前に本新株予約権の全部の行使が完了した場合には、当該行使が
完了した日、③当社が割当予定先の保有する本新株予約権の全部を取得した日のいず
れか先に到来する日までの間、当社株式の交付と引き換えに当社に取得される証券
（権利）若しくは当社に取得させることができる証券（権利）、又は当社株式の交付を
当社に請求できる新株予約権の交付と引き換えに当社に取得される証券（権利）若し
くは当社に取得させることができる証券（権利）、当社株式、又は当社株式の交付を
請求できる新株予約権を、当社が第三者に発行（当社の株式の発行に関しては自己株
式の処分を含みます。）しようとする場合（但し、①当社の役員及び従業員並びに当
社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプション又は譲渡制限付株式を
発行する場合を除きます。）、当社は、当該第三者に対する発行に合意する前に、割当
予定先あるいはその指定する法人等に対して、同条件にてその予定する発行額の全部
又は一部について、引受け又は購入する意図があるかどうかを確認することとし、割
当予定先あるいはその指定する法人等が引受け又は購入を望む場合には、当該第三者
の代わりに又は当該第三者に加えて、割当予定先あるいはその指定する法人等に対し
て同条件にてかかる証券（権利）を発行する旨が定められる予定です。
また、本買取契約には、割当予定先は、行使期間満了前１か月の時点で未行使の本新
株予約権が残存している場合又は東京証券取引所における当社普通株式の取引が10
連続取引日以上の期間にわたって停止された場合はそれ以降いつでも、あるいは東京
証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が下限行使価額を連続して90取
引日下回った場合、当該90取引日から30取引日内に、割当予定先の裁量で当社に対
して書面で通知することにより、本新株予約権の全部又は一部を買い取ることを請求
することができる旨が定められる予定です。

（注）本新株予約権に係る調達資金の額は、本新株予約権の発行価額の総額に、当初行使価額に基づき全ての本新株予約権が
行使されたと仮定して算出した本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額を合算した額から、本新株予
約権の発行に係る諸費用の概算額（24,500,000円）を差し引いた金額です。行使価額が修正又は調整された場合に
は、当該調達資金の額は変動いたします。また、本新株予約権の行使期間内に全部若しくは一部の本新株予約権の行使
が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合に、当該調達資金の額は減少します。
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（追加情報）
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱いの適用）
　実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、
実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処理を継続しております。

１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要
（１）権利確定条件付き有償新株予約権の内容

2017年３月17日
取締役会決議

付与対象者の区分および人数
当社取締役 ６名
当社監査役 ３名
当社従業員 48名

株式の種類別の新株予約権の数（注）１
普通株式
317,800株

付与日 2017年４月４日
権利確定条件 （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間は
定めておりません。

権利行使期間
自2019年５月１日
至2024年４月３日

（注）１．株式数に換算しております。
２．①新株予約権の割当を受けた者は、下記の定めに応じて、それぞれに定める決算期における有価証券報
告書における損益計算書（連結財務諸表を作成している場合は、連結損益計算書）に記載される営業利
益の額が、それぞれに定める業績判定水準のいずれかを超過した場合に、当該業績判定水準を最初に充
たした決算期の有価証券報告書の提出日の翌日以降に行使することができる。
（ⅰ）2019年1月期の営業利益が800,000千円を超過した場合
（ⅱ）2020年1月期から2022年1月期のいずれかの期の営業利益が1,000,000千円を超過した場合
②新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても当社、当社子会社または当社関係会社の役
員または従業員であることを要する。

2021年04月06日 13時38分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



－ 17 －

（２）権利確定条件付き有償新株予約権の規模およびその変動状況
　当連結会計年度において存在した新株予約権を対象とし、新株予約権の数については、株式数に換算して記載し
ております。

① 新株予約権の数
2017年３月17日
取締役会決議

権利確定前 （株）
前事業年度末 304,500
付与 －
失効 1,000
権利確定 －
未確定残 303,500
権利確定後 （株）
前事業年度末 －
権利確定 －
権利行使 －
失効 －
未行使残 －

② 単価情報
2017年３月17日
取締役会決議

権利行使価格（円） 2,171
行使時平均株価（円） －

２．採用している会計処理の概要
　新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額を、純資産の部に新株予約権として計上しております。新
株予約権が行使され、新株を発行するときは、当該新株予約権の発行に伴う払込金額と新株予約権の行使に伴う払込
金額を、資本金および資本準備金に振り替えます。
　なお、新株予約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した会計期間の利益として処理しており
ます。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会経済活動に大きな影響を与える事象であり、当社グループの事業活動にも影

響を及ぼしております。新型コロナウイルス感染症の収束時期は想定より遅く、2021年にも影響が残ると仮定し、繰延税
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金資産の回収可能性にかかる会計上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場合には、将来に
おける当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準および評価方法
① その他有価証券
・時価のあるもの 事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法
② 関係会社株式 移動平均法による原価法
③ たな卸資産
・未成工事支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物は定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10年～26年
構築物 10年
機械及び装置 ５年～８年
車両運搬具 ２年～６年
工具、器具及び備品 ２年～10年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 株主優待引当金 株主優待制度による支出に備えるため、発生すると見込まれる額を計上しております。
③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。
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④ 工事損失引当金 当社は受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事
のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工
事について、損失見込額を計上しております。

⑤ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

⑥ 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。
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（4）完成工事高および完成工事原価の計上基準
成果の確実性が認められる工事契約については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工
事については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準による完成工事高は2,035,679千円であります。

（5）その他計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、金額的重要性が増したため、
当事業年度より、区分掲記しております。
　なお、前事業年度の「支払手数料」は、3,313千円であります。

３．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権 35,972千円
関係会社に対する金銭債務 3,689千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引および営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収入分） 15,058千円
営業取引（支出分） 1,748千円
営業取引以外の取引高（収入分） 199千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類および数
普通株式 128,994株
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６．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
事業税 3,288千円
従業員賞与 11,921千円
役員賞与 1,423千円
法定福利費 1,918千円
税務売上認識 4,083千円
退職給付引当金 16,288千円
研究開発費 6,524千円
子会社株式評価損 8,094千円
その他 4,716千円
繰延税金資産 小計 58,260千円
評価性引当額 △9,017千円
繰延税金資産 合計 49,242千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △10,593千円

繰延税金負債 合計 △10,593千円
繰延税金資産の純額 38,648千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
評価性引当額の増減 4.32％
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.60％
住民税均等割 0.83％
受取配当金 △7.41％
法人税等税額控除 △0.39％
その他 △0.11％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.46％
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７．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会 社 等 の
名 称 所 在 地 資 本 金

（ 千 円 ）
事業の内容又
は 職 業

議 決 権 等 の
被 所 有 割 合
（ ％ ）

関連当事者と
の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（ 千 円 ） 科 目 期 末 残 高
（ 千 円 ）

役員およびその
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等

T E R R A ・
E S H I N O
株 式 会 社

東 京 都
中 央 区 100 投 資 事 業

被 所 有
直 接

17.50
建 物 の 賃 借
役 員 の 兼 任 建 物 の 賃 借 50,500 流 動 資 産

「そ の 他」 4,650

（注）１．取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には、消費税等を含めております。
２．取引条件および取引条件の決定方針等
賃借料については、近隣の家賃等を参考に一般取引と同様に決定しております。

３．当社代表取締役会長 吉野 佳秀および当社代表取締役社長 吉野 炳樹が議決権の60％および40％をそれぞれ
直接保有しております。

８．1株当たり情報に関する注記
（1）1株当たり純資産額 315円66銭
（2）1株当たり当期純利益 15円58銭

９．重要な後発事象に関する注記
（第三者割当による第９回及び第10回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及び新株予約権買取契約（機関投資家・タ
ーゲット・イシュー・プログラム「K-TIP」）の締結）
「連結注記表 ８．重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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